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1．はじめに
　1．Hアンゾフはその著「企業戦略論」（1965年）の最初の部分で，　A．P．スローンの述べたとさ
れるその戦略についての指摘を取り上げている。
　「企業の戦略上のねらいは，資本に対して利益をあげ，たとえどんな場合であろうとも長期
的視点からの利益が思わしくなければ，その非能率さを是正するか，それとも，そのような事
業をあきらめてもっと好ましい事業に進出すべきである。」1）ここでみるかぎり，その主張は
専門経営者の発想に立っているとみるべきであろうと思われる。いったい何時の時点での
A．P，スローンの言なのであろうか。フォード社との激しい市場での争いに勝利を確信してから
の言葉ではないのだろうか。利益を求めることを当然視し，なおかつ長期的視点に立って何が
その企業にとって望ましい事業分野であるか，その選択に，その決定にはっきりと方向を求め
ていることは明らかに事業分野に熟知した専門経営者に求めている判断である。それは企業戦
略そのものである。
　1．Hアンゾフ自身でさえも最初に述べていることに注目しておきたい。彼ははっきりと述べ
ている。それは企業戦略に一般性をみることができるならば他の国の環境の下でも，異なっ
たタイプの諸制度でも「適用できるものである」2）いや適用できる，と思いたい。だが「本
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書は，アメリカの社会・経済環境化における“企業戦略の方式”を考え出そうと意図したもの
である。」3）これが序文に書かれている始まりの部分である。他の国にもそれがそのまま適用
できるのか，適用できると思うのか，適用していいのかについては，受け入れる側，アンゾフ
の考えを“受けとめた”者の責任ではないのか。慎重であって当然ではないのか。少なくとも
「アメリカの社会経済の状況についてできるかぎりトータルに理解したうえで，という慎重さ
は求められるのではないのか。そのうえでの一般化である。
　さらにいえば1．Hアンゾフはさらに次のようにも言葉を続けている。「本書は，いわゆる“マ
ネジメントの問題”すなわち、企業がその目標に向かって進むためのコースを決め，そのコー
スに沿って企業を引っ張っていくという実際のプロセスを取り扱ったものである。」4）タイト
ルは「企業戦略」（Corporate　Strategy）である。アメリカにおいて公刊されたのは1965年。
A．チャンドラーにおくれること3年。しかし，そのタイトルからも知るように彼は現実の企
業活動そのものにかなり目線を下ろして「実際に管理者の規範」となることを求めていたとし
ていることが大きな特徴である。それがそもそも企業戦略の特徴ではないのか，といいたい。
それは具体的，現実的である。
　LHアンゾフは「企業がどんな分野に進んでいくべきかを決めるための意思決定」5＞に主眼
をおいての「戦略的意思決定」6）をここでは取り上げた。したがって，ここでも関心の中心
は明らかに，外部にむけての戦略であるとしながらも，それにかかわる意思決定についての分
析的枠組みにおかれていたこともみるべきであろう。7）
　「企業経営上の全体的な問題は，企業の目標達成を最適度に可能にするような方法で，
盗源あ転花あケ白モ象を芳向らけ乙ととである。」8）ここからも知るように，LHアンゾフは
「最適度」にこだわる。それは無駄のない資本の合理化をより徹底して追求することによって
可能とみていた。それを求めるために判断決定のレベルを3つに段階づける。つまり（1）
戦略的意思決定，（2）管理的意思決定，（3）業務的意思決定である。9＞
　1．Hアンゾフがみている企業戦略とは何か。「ここでの戦略とは，（1），企業の事業活動につ
いての広範な概念を提供し，（2），企業が新しい機会を探求するための個別的な指針を設定し，
（3），企業の選択の過程を最も魅力的な機会だけにしぼるような意思決定ルールによって企
業の目標の役割を補足する，」10）としている。IHアンゾフの企業戦略論は，明らかに62年の
A．チャンドラーにも多くを学んでいる。そのうえでより詳細に分析を加えたことは間違いな
い。そしてそれを意思決定論と結びつけたのでもあった。企業戦略論の理論的展開は，1．Hア
ンゾフから始まったのである，1965年である。したがって，1．Hアンゾフの意図は企業戦略そ
のものに分析を加えながら，モデルたりうる企業戦略を構築するということはどういうこと
か，何が可能か，どこから取り上げていくべきか，どう理論として構築できるか，それへの挑
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戦であったのではないのか。追ってみたい。
　1．Hアンゾフも戦略という概念が経営学に登場してきたのは，決して古いことではないと断
りながらも，やはり，歴史的にみればそれが軍事からの転用であることを認めつつ，そこでの
「戦略というのは，敵に対して大規模な兵力を動員するための，いわば用兵についてのむしろ
ばく然としたきわめて広範な概念である，」ll）として把えている。ここで注目したいのは，1．H
アンゾフの場合でも戦略を立てるということ自体，「敵」を前にしてみていることであって，
そのうえでの「大規模な兵力の動員」という，全軍体制の形成とでもいうべき把え方であって，
兵力，用兵が中心になっているが，それは企業活動に転用した場合であっても企業の持てる力
をフルに活用する，活用しての「攻撃」であり，競争ととるべきであろう。「ばく然としたき
わめて広範な」概念としているところが，少しあいまいではないかと思われるが，それはむし
ろ戦いの如何，競争のきびしさか否かにかかっているとみるべきなのであろう。
　しかし，企業戦略business　strategyという用語は1904年にTh．ヴェブレンがその著「企業
の理論」ですでに使っていたのでもある。
　IHアンゾフによれば，戦略をビジネスの世界に持ち込んで使い始めたのは，1948年のフォ
ン・ノイマンとモルゲンスターンである，という。彼らが多用したゲームの理論によっていた，
とみていた。‘この理論は，あらゆるタイプの葛藤状況に対して，それが戦争の場合であろう
と，政治あるいは実業界の場合であろうと，そんなことには無関係にある統一的な見解を提供
している。’とみていた。そしてさらにそこには二つの種類があることをみている。「すなわち，
その一つは戦略論（apure　strategy）で，これは，企業の一つの動き，あるいは個別的な一連
の動きのことであり，たとえばどんな製品と市場が継続的に現われてくるかがはっきりと描き
出されているような製品開発プログラムといったものなのである。もう一つは大戦略《Grand
Strategy》あるいは混合戦略《mixed　strategy》と呼ばれるもので，企業が，ある特定の状況
のもとで，どの特定の純戦略を選択すべきかを決めるための統計的な決定ルールである。」12）
　IHアンゾフは，経営学の分野でゲーム理論が使われはじめたことそれ自体について，「社会
的な問題についての考え方に革命」13）をもたらしたと，高く評価している。だが，その真意
をたどれば，やはり今日の競争関係が相互に相手の見える状態，相手を特定できる状況での競
めぎ合いによっているこそが読みとるべきではないのか，と思われる。それをあたかもゲーム
の様相を呈しているかのように把えたことによっているのではないのか。たしかに競争し合っ
ている企業同士が相互にあの手，この手を出し合って相互の手の内を探り合いそうした競めぎ
合いが続く状態が続くことは，ゲームになぞらえることもできる。だが，ビジネス・ゲームそ
のものは，そうしたゲーム感覚の域を越えて，そのホンネの部分では倒すか，倒されるか，飲
み込むか，飲み込まれるか，統合するか，吸収合併かにまでの決着を決める争いではないかと
4 一経　　営　　論　　集一
みる。そのかぎり，実は競争の本質はやはり，倒すか，倒されるか，企業相互の“力”の争い
とみたい。これが企業戦略の本質ではないのか。
　またここで1．Hアンゾフも戦略が使われてきているなかには方針（policy）と何ら変りない
使い方をしているものの多いことを取り上げている。ここで例示している方針の内実は，対策
とでも呼ぶべき内容で使われているが，さらに言及して，「方針というのは一種の
条件付き決定であり，戦略とは意思決定のためのルールなのである，」！4）ともいいかえている。
ここで戦略の決定は，いつも「部分的無知の状態」15）で行わざるをえないことを強調するの
である。勿論その無知の状態を少しでも少なくする努力はたえず試みられる，試みている，
といっても，やはりわからない部分が残ること，それはむしろ当然視すべきであろう。そのこ
とがプラスに作用することも勿論あるのではないのか。しかし，予想が大きく崩れての失敗も
避けがたい，それが市場経済の中での競争の現実であろう。それをいかに少なくするというこ
とにおいてみれば，市場にあって優位に立つこと，つまり，プライス・リーダーシップを握る
ことはやはりこだわるところではないのか。市場を手にとるようにして動かしたい，思い通り
のものにしたい，という願望を抱きながら，競争は繰り返されているのではないのか。たえず
休むことなくたえずライバルを意識して戦略は，戦略そのものに手が加えられて展開されてい
るとみるべきであろう。市場としっかりと向き合うことは何よりもたえず同業他社のもっとも
近いライバルを意識して繰り出す戦略の連続であろう。それが企業組織全体に及んでいかに一
つとなって浸透しているか経営者，管理者の努めるところではないのか。相手をしっかりと視
野に入れて，とみる。
2．企業戦略をめぐって
　経営戦略とは，伊丹敬之も述べている。
　「企業の基本的方向を決めるもの」である，と。
　①戦略が企業の諸活動全体をとりまく基本的状況，あるいは枠組みの選択であること。事業
　分野の決定のもつべき能力の決定
　②戦略が企業の諸活動の組み合わせの方針の決定であること。16）
　その内実は，基本方針の決定にみていたのではないのか。事業分野やもつべき能力，さらに
は諸活動の組み合わせというようにみてくると，そこにはすでに，資源ベース・アプローチや，
組織能力重視の見方もうかがうことができる。それでも企業に重点がおかれこそすれ，果して
戦略に向いているのか，といいたい。戦略はやはり市場と向き合って，ライバルとどう競めぎ
合いをしのぐか，いかにかいくぐるか，いかにかわすか，基本的には市場占有率をめぐる争い
を前にしての企業戦略ではないのか。もっと踏み込んでこそ企業戦略ではないのか。明らかに
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企業戦略は，その本質において攻撃的であるとみる。
　山倉健嗣はやはり述べている。
　「企業戦略とは企業が自らの目標を達成するために，自らの活動領域（domain）を定義選
択し，重点的に資源配分を行うことである。」17）広く読まれた一書である。しかし，ここでの
把え方とてA．チャンドラーの内容をどれだけ出たといえるのであろうか。ほぼ同一である，
とみたい。
　経営戦略とは，大滝精一らは，
「将来の構想とそれに基づく企業と環境の相互作用の基本的なパターンであり，企業内の人々
の意思決定の指針となるもの」18）と定義している。ここでの定義とて，H．ファイヨールの「計
画」で見ていた内容，把えていた内容をどれだけ越えているのか，といいたい。
　「経営戦略」について「経営学大辞典」では「企業の長期的な目的を達成するための将来の
道筋を，企業環境とのかかわりで示した長期的な構想を経営戦略という。企業内部で行われる
様々な意思決定のガイドラインあるいは決定ルールとなるものである。」19）だが，今やその内
実はほぼ常識化していることを知るというべきではないのか。さらに，ここでの加護野忠男は
A．チャンドラーがその著「経営戦略と組織」が取り出した命題組織構造は戦略に従う，に
ついて関連して次のように指摘する，「ここでいう戦略とは，どのような分野で事業を行うか
の決定あるいは方針であり，後に，事業構造の戦略と呼ばれるようになったものである。」20）
と事業分野での戦略に限定して把えている。しかし，A．チャンドラーが把えていた戦略は、分
社化した企業のレベルにまで及んでの戦略であったことを思えば，むしろより広く及んでの理
解が求められていたとみたい。何しろ，A．チャンドラーが「経営戦略と組織」で取り上げた
企業は，ケースで取り上げている4社ともビッグ・ビジネスであり，しかもそれぞれが業界を
代表する企業であると同時にそれぞれの業界にあってもプライス・リーダーシップを握る巨大
企業であったことは注視しておきたい。さらにいえば，それぞれが自社の経営のみに専念して
企業活動を行うことのできる企業であったことである。
　浅羽　茂は経営戦略を次のように定義づけている。
　「…　　企業はそれが直面する多様な環境から，さまざまな課題や要請を課せられる。たと
えば，競争激化や二輪車市場の成長限界からの挑戦や，騒音や排煙に対する批判という社会環
境からの課題である。企業は，自社が保有している資源を動員してあるいは必要な資源を調達
して，この課題に応えることによって成長を実現する。その過程で企業の方向性，方針を示し
たものが戦略である。企業が策定する戦略は，それが策定される組織内のポジションに応じて，
さまざまな種類に分かれる。企業のトップ・レベルで策定される企業戦略（Corporate
Strategy），事業部ごとに策定される事業戦略（business　strategy），財務部や人事部といった
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機能部署ごとに策定される機能別戦略（functional　strategy）である。経営戦略とは，このよ
うなさまざまな戦略の総称であると考えられる。」21）ここでの浅羽　茂の把え方には注目した
い。企業にはおかれている環境の側から「課題」がすでに課せられている，と説く。それに企
業の側がどう応えるか。企業の保有する資源を「動員」して，さらには新たにそれを補うよう
に「調達」して，そして企業の求める「成長」を実現する，と。そうした方向性，方針を示し
ているのが「戦略」である，とみる。資源を活用して企業成長をはかる，とする見方は，1．H
アンゾフに会社成長説を主張したE．T．ペンローズを思い起こす。22）たしかにマクロ・レベル
での経済成長とパラレルな関係で特に高度成長を続けていた時期には重視されていた企業観で
あった。低成長期にあっても有効性を持つとみるのか。たしかに，2007年度の日本のGDPの
成長率は38％と明らかに予想を超えた伸び率を示していた。最近にあっては比較的高い伸び
率である。私はそれのみならず，政府予算の伸び率にも一つの大きな指標として注目するので
あるが，それとの比較でみると果してどうか。政府予算とて高福祉・高負担が明らかに“小さ
な政府”を目ざしているとみる。それにさらにインフレ率とて大きな要素であろう。その多く
はこのインフレ率によって名目の部分の多くは殺がれての成長率ではないのか。後追いの予想
される物価高を思えば，もう少し時間の経過をみる必要があるとみたい。
　浅羽　茂の指摘になお注目したいのは後段部分である，企業戦略，事業戦略，さらには機能
毎に策定されている機能別戦略をみている。as）さらに加えれば地域戦略海外戦略も入って
くるのではないか。競めぎ合う局面である。
　さらにいえばそうした経営戦略について課せられる課題や要請が企業に，と幾分受動的で
はないかとみた。企業戦略はむしろより攻撃的，市場に働きかける，市場を思い通りに創り上
げていきたいという企業の“ホンネ”を私は持っているとみたい。本質的に権力説に立ってみ
たい。市場を意のままにつくり上げる企業である。
　「ここでは会社を中心とする組織体の戦略が企業戦略事業戦略，機能戦略からなり，その
ような戦略を総称して『経営戦略』と呼ぶことにする。この組織体には，私的な営利的組織ば
かりでなく，公的な非営利組織も含まれる。そのようなミクロ単位の経営戦略を『狭義の経営
戦略』とし，これに対して国家や政府あるいは産業団体などのマクロ単位の戦略も包摂したも
のを『広義の経営戦略』とする。」（「経営戦略ハンドブック」1頁）ここでも浅羽　茂と同様に，
表現は「経営戦略」を用いているが，3つの戦略のレベルを取り上げている。しかし，この「ハ
ンドブック」の編者の一人でもある林昂一は「グループ経営戦略」を個別に取り上げている
のであって，その限り，経営戦略は少し狭く把えられているとみる。24）さらにいえば，「公的
な非営利組織」をも含めている。何故か。さらに国家戦略も広義として同じレベルで把えてい
る。明らかに疑問が残る。焦点が散ってしまったのではないのか。それとももっと巨視的な見
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方を含めての国家戦略なのか。たしかに最近ではあらゆるレベルで戦略が多用されている。最
近の日本政府でさえも「経済戦略会議」を持っている。それとも明治期以降の日本政府が先進
国に追いつくためにとってきた「富国強兵」，「殖産興業」政府にも認めてのことなのか。であ
るとするならばそれは首肯できる動きではないのか。先進性を追い求めたその「モデル」の
追求には今日とて一般化しうるものを持っている。
　「とかく権威に弱いといわれる日本人がハーバード流のやり方を盲目的に礼賛し，真似する
ことになるとしたら，それによって得られることより，失うことの方があまりにも大きいこと
はっきりしている。」as）ここからも知るように「経営戦略ハンドブック」で試みたことについ
ては高く評価したい。しかも，法律との接点について注目していることにも特徴をみる。しか
し，少し拡大しすぎた観はないのか，と。明らかに土壌が異なる，と。
　「企業の本質にかかわる問題でもあるが，企業というミクロ単位はマクロ単位である経済と
の整合性を欠き，完全に切り離されたままでは存在し得ないからである。市場経済のもとにあ
る企業にとって，経済は企業の外部環境であると同時に企業に対して市場という形で直接的に
さまざまな影響関係を持っている。」26）ここでの指摘とて全く同感である，といいたい。であ
ればなおのこと，後進性を持ってスタートした日本のような国が，明治以降の近代化の“モ
デル”を持つ状態からスタートし，しかも第二次大戦に至るまでの一国体制のとられた中での
「マクロ単位である経済との整合性」がいかに強く求められたか，まさに「国家戦略」の中に
埋没することを余儀なくされていた時代のあったこと，それが先進性のイギリスやアメリカと
の大きなちがいであったこともやはり注目すべきではなかったのか。26）
　「『株式資本主義のもとでの株主のための企業』がアメリカ企業の本質なのであり，『経営戦
略』もそれを基礎にしている，」27＞とも述べている。それでは，その特徴は，ここでの経営戦
略においてもどのようにあらわれているのか，浮き彫りにしていただきたかった。いやこの太
田「ハンドブック」の何処かにあるとみたい。まだ十分読みこなしているわけではない。是非
探し出したい。知りたい。どこに特徴があるというのか。
　企業が相互に競い合う市場の現実はもっともっと厳しいものがあると知るべきではないの
か。企業戦略の展開にあって致命的な失敗をしたならば，それこそ市場からの撤退，統合，買
収の危険にされされるというものではないのか。競争状態にあること，市場経済のメカニズム
の中で活動するかぎり，それはむしろ前提とするのではないのか。あえて，見えるライバルを
前にしての競争である，競めぎ合いであるといいたい。
　われわれの社会にあって主要なエネルギー源となっている石油，だが，その原油はどこでで
も採掘できる豊富な資源というわけではない。石油資源に乏しい，だが大量に消費する国に
あっては，国をあげてその資源の確保に走る。お互いがその権益の確保に動く，国家権力をも
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動かしてというのが，時として，その激しさを“石油戦争”とさえいわれてきているのではな
いのか。Oil　war，61kriegという言葉はすでに1910年代から使われているのであって，表現，
現象それ自体は決して新しいことではない。それゆえ，石油は今日にあって戦略物質，戦略資
源とも呼ばれ，特に石油資源を自国にほとんどない国や，産出していても他に頼る比率の高い
国にあっては，依然としてその確保は，国家戦略にもなっている。レア・メタル，稀少鉱物資
源とて同様であろう。戦略がこのようにして使われていることとて知るところではないのか。
だが，企業戦略とは一線を画すのではないのか。
　企業戦略とは，
「企業が長期的に発展し将来に向かって持続的な競争優位を確保するために，競争企業その他
の経営環境の動向および自社の動員可能な経営資源などを考慮しながら立案した企業行動の基
本的な構想であり，企業の進むべき方向性を明示し，組織内部における意思決定の基礎となる
ものである。」28）ここでの内実も基本的には方針，方向性の域を出ていないとみることができ
るが，「自社の動員可能な資源」を駆使しての，ライバル企業さらには「他の経営環境の動向」
にも目を向けていることをみれば，限りなく1．Hアンゾフに近いと認めつつも，一定の評価は
したい。
　ここで経営戦略をどう把えるか，その定義づけを中心にみてきたが，一定の方向づけ，その
共通項をみることができるものの，多彩である。勿論，その定義づけにとどまらず，それぞれ
がそれによってどのように内容を把えているかに注視しなければ明らかに片手落ちであろ
う。それでもやはりいいたい。計画にかわって，経営戦略が，さらには企業戦略が把えられる，
使われるようになった大きな要因は市場での競争，しかもすでにお互いが，同業他社同志が
しっかりと視野に入ってくるなかでの，そうした激しい競争を前提にしたところで登場してき
ていることをみたい。寡占体制下での競めぎ合いにみる企業行動である。しかもその中心は同
業種での，同一産業分野での売上高比率を中心とした中心とした市場占有率を中心とした争い
である。競争をいかに有利に展開するか，一つにはここにかかっているとみるべきであろう。
そのうえでの各事業分野，機能ごとの，さらには地域毎の細部に及んでの，これとて市場占有
率を中心に争いが展開されているのではないのか。
　今からほぼ200年前19世紀初頭に書かれた戦争論の古典とされるその著書の中で，クラウゼ
ヴィッッは，戦争は，「拡大された決闘にほかならない」29）とみたうえで，「戦争は一種の強
力行為であり，その旨とするところは相手に我が方の意思を強要するにある，」30）とみていた
そのかぎり，その本質において今日の市場経済のメカニズムの中で繰り返される企業間競争
は，組織対組織との争いという面においてもここでの指摘と共有していると見る。実相は，企
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業戦略は露骨な武力を行使しない平和時での闘いであるとしているだけであってt一方の側が
他方の側の息の根を止め，自らの力の行使の受け入れを迫るか，影響力の受け入れをのぞむの
であって，その意図，目的は共通とみる。したがって，その戦略についても，「戦略は，全軍
事的行動に対して，戦争の目的に相応するような目標を設定せねばならない，換言すれば戦略
は戦争計画を立案し，所定の目的に到達するための行動の系列をこの目標に結びつけるのであ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　あんばいる。即ち，戦略は，個々の戦役の計画を立て，またこれらの戦役において若干の戦闘を按排す
るのである。」31）
　争いは，戦争の場合，おそらくいつも仮想敵国を想定して，戦略が組まれ，訓練が繰り返さ
れるにちがいない。だが，その場合であっても，仮想敵国を名ざししないのはいわば，外交辞
令であって，いつどんな場合であってもそのほとんどが，その内実具体的な相手方は特定さ
れている，とみるのがごく一般的なことではないかと思われる。半ば衆知の事実とでもいうべ
きことがらではないのか。だがt平和時であれば，なおのこと私は特定される，戦略の相手方
は，明らかに特定されたうえでの攻めぎ合いであり，対抗策であるとみる。
　企業間で繰り広げる競争を戦争，さらにはその競めぎ合いの状況を戦略となぞらえることに
ついて，私自身は，あまり賛成ではない。もっとおだやかな表現がないものか，血で血を争う
戦争になぞらえるとは，と思えば決して多用すべきではないとさえ思う。むしろ，おさえるべ
きではないか，と。だが，現実の競争はこうしたむき出しの部分を持っていることこそ知るべ
きことであって，決しておだやかな争いではない，争いとはいつもこうしたものであると知る
べきではないのか。ことによると人類の歴史は，このように進んできたのではないのか。平和
であった時とは長い歴史の中にあってみれば，ほんの瞬時にすぎないのではないのか，とさえ
思い込んでしまう。宗教戦争に名をかりた民族戦争をどれだけ繰り返してきたことか。やった，
やられた過去を持つこうした対立の背後には，いつも大量殺鐵の歴史を持っていることも否定
できないのではないのか。それは怨恨の歴史であるといってよい。2008年2月，旧ユーゴス
ラビア・セルヴィアの一角，コソボ自治区が独立を宣言した。周辺諸国にはすぐさまそれに反
対する動きも出てくる。しかし，一皮むけば多民族の相互に入り乱れた状態を幾度となく重ね
てきているヨーロッパにあっても，それはいつでも着火可能な，明らかに，紛争の火種なので
ある。「拡大」しすぎたとさえ思われるEUにとって新たな火種ではないのか。
　いやチェチェン共和国でもロシア軍との交戦が行われた。2008年7月北京オリンピックの
開催と重ねるように中国チベット自治区でも民族紛争をみた。問題は決して根本的な解決をみ
ているわけではない。
　しかもクラウゼヴィッッは，この戦略を論じているところで，理論は戦略に追随する，とい
う命題を立てていたのでもある，そもそもが果して戦争について理論を立てることができるの
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か，という疑問の出てくるところであるが，それを思うとこの命題は一体何を語るのか，と。
しかし，A，チャンドラーもなぞったのではないのか，という疑問も出てくる。組織化は，戦
略にもとついたモデル・ビルディングではないのか。
　「戦略の意味するところが，戦争の目的達成のため戦闘を行使することにあるなら，戦略は
軍事行動全般に対し，戦争の目的に相応しい目標を設定せねばならない。言い換えるなら戦略
は戦争計画を立案し，目的達成の行動をこれに結びつけるのである。すなわち戦略は戦役の計
画を立て，幾らかの戦闘を配するのだ。だが，これは計画であり，あくまで仮定のものに過ぎ
ない。そのため戦略は作成しておいた戦争計画を持って戦場に向い，そこで生じてくる事柄を
そのたび処理し，計画全体を微調整せねばならない。事実，戦場ではこうした修正が常に必要
とされる」これがクラウゼヴィッッの主張する戦争論の核心でもある。今日の企業戦略が把え
ているその内実にいかに多くの共通性を持つことか，しっかりと策を練って競めぎ合う場に向
かうのであって，いかに現実的，具体的であることかも知るというのではないのか。
　「およそ戦争は規模を大にした決闘にほかならぬ。決闘する二人は，どちらも物理的な力を
用いて，自分の意志を相手に強要しようとするからだ。どちらもその目的とするところは，相
手の完全な打倒と以後の抵抗を不可能にしてしまう，というものだからである。そうなると戦
争は自分の意志を敵に強要するわけだから，一種の強制行為だと言い切れる。これには国際的
慣習　　戦時国際法という制約を受けるが，それらの制限はわずかであるため，強制力を強く
及ぼすことはできない。だから戦争においてのこうした物理的強制力は手段で，相手に自分の
意志を強要することが目的である。」鋤戦争の局面でみると，それが力の行使であることがき
わめて露骨にはっきりと出てくる。はっきりと強制行為の一つとみている。それとて行使する
ことにおいて限界をもつ，相手方に対して，そうせざるをえない状況に持っていく，追い込む
ことが狙い，目的だというのは慎重にみるべきだろう。
　柘植久慶はその著「戦争論」で，「『勝者がすべて』というのが，戦争の理論であり定義と断
言してよいだろう，」と述べている。黒白をつける，できたら早期に，なるべく早く無駄な兵
力を使わずにとは望むところであろう。だが，それとて長期戦にもつれこむ，なかなか決着が
つかない，拮抗状態が続くことを繰り返しているのではないのか。そうした攻めあぐむ状況は
企業戦略の局面にあっても同様ではないのか。
　「人道主義者たちはややもすると，戦争の本来の目的は彼我の協定により，相手を武装解除
したり降伏させるだけでよく，敵に過大な損傷を与える必要はない，と主張する。これが戦争
術の本来の意図するところ，というわけである。戦争のような危険な事柄において，善．良な気
持ちから発した誤った見解こそ最悪のものだからだ。戦争に存在する粗暴な部分を嫌悪するあ
まり，戦争の本質を無視しようというのは，本末転倒の思慮といえよう。」35）
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　「戦争は一種の強制行為であり，このような強制行使に限界は存在しない。だから交戦者の
双方が自己の意思を金科玉条として，相手に従うよう強要する，そこで彼我のあいだに交互作
用が生じ，理論的に言うならば極度に達せざるを得ないのである，」36）とみてくればその極
限の状況を知るということではないのか。きびしさの中には相手方に対してのやさしさや思い
やりなどは入りこむスキのないことも知るというべきであろう。
　「敵を完全に撃滅しようとするなら，我が方の戦力の行使を，敵の抵抗力と考え併せねばな
らない。敵の抵抗力は，現在有する兵員と装備の量と意志力の強さという，たがいに分離され
ない二個の要因により示される。」37）相手を知ること，徹底的に十分すぎるほどその戦力を知
ること，それは企業戦略の場合とて同様ではないのか。兵員と装備に相当するものは何か。石
油戦争，ビール戦争，ワイン戦争…　　激しさのあらわれではないのか。
　DJ．コリスとC．A．モンゴメリーは1998年，企業戦略について，次のように定義している。「企
業戦略とは，企業が複数の市場における活動を組み立て調整することによって，価値を創造す
る方法である。」38）ここでの指摘での注目は，「複数の市場」というように企業戦略の接点を
一つの市場と特定せずにみていることであって，この点については同意したい。ここでの複数
が2つを意味しているのか，それ以上なのか，いくつぐらいまでをその視野の中に入れている
のか，それは明らかではないが，むしろ多様な市場と多くの接点を持って，したがって，たえ
ず多数の戦略を含みながら，企業戦略を展開しているとみたい。しかし，活動を組み立て調整
することによって，価値を創造する，というのであるが，それは一体どんな価値なのか，そこ
からそもそも価値をつくり出すことはできるのか。さらに検討を加えてみなければならないよ
うに思われる。
　石井淳蔵らは次のように定義づけている。
　「経営戦略とは，『環境適応のパターン』《企業と環境とのかかわり方》を将来志向的に示す
構想であり，企業内の人々の意思決定の指針となるもの」39）と定義できよう，としている。
この本は1985年に初版が刊行されて以来，2002年に新版12刷が出ているところからも知るよ
うに，よく読まれている入門書であり，研究書である。私とて戦略論に関するテキスト，参考
書として読んでほしいとすすめる一書である。しかし，ここでの経営戦略についての定義づけ
を知るかぎり，A．チャンドラーや1．Hアンゾフの域をどれだけ出ているのか，もっと踏み込ん
でみてはと思いたい。Policy（方針）の域にとどまるかぎり，私は，　HFayolと同様であると
さえいいたい。やさしさゆえのことなのだろうか。競争を前提とするかぎり，企業戦略経営
戦略はより攻撃的なのではないのか。40）市場へと向かう姿勢をみたい。
　十川廣国も経営戦略についてきわめてわかりやすく次のように把えている。「経営戦略とは，
企業の長期的目標・目的の決定，とるべき行動方向の選択，これらの目標遂行に必要な資源の
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配分を行うことである。」41）これとてほぼ方針の策定の域を出ていない。計画といったいどれ
ほどの差があるというのか。十川廣国の穏やかな性格がそのまま出ているのではないのか。3
回本シリーズでの「経営戦略論」は十川門下を総動員しての作品のようでもあり、好著である。
その系譜を知るのにはよくまとまっている労作とみたい。編者の意図が入ってのことであろ
う。方針がすぐれていたということであろうか。私自身も多くを学んだ。感謝したい。企業戦
略論を少し頭の中で整理してみようときっかけを与えてくれたのも本書かもしれない。しか
し，何故企業が相互にライバル視して激しい争いを展開するかをうかがえば，そこには市場支
配，力による支配をみるのではないのか。
　林　悼史らは一歩踏み込んでいるとみるが，戦略とは，“企業が様々な競争に勝利するとい
う目的を達成するための様々な取組み”である。」42）林悼史はその序文ではっきりと述べて
いる。「本書は，従来の経営戦略論に物足りなさを感じる研究者，学生諸君，そしてビジネス
マンを意識して」まとめた一書である，と。ここからも知るように，林の問題意識の中には市
場＝競争，その争いの中でのサバイバル・ゲームとでもいうべき，「勝利」を目的として企業
戦略を取り上げていることである。全て同感するところ。「さまざまな取り組み」としている
ところにもその「含み」の大なることをみてとりたい。多様である，多様な局面で戦略は展開
されているととりたい。争いの最大の局面は何処かといえば，それは売上高比をめぐる市場占
有率の争いがその中心にくる，とみる。勿論個々の製品毎でも占有率をめぐる争いは繰り返
す，しかし，中心には売上高比ではないのか。
　「競争戦略をつくる際の決め手は，会社をその環境との関係で見ることである。」43＞ME．ポー
ターはその著「競争の戦略」で，取り上げている最初の部分である。企業戦略を問う時，それ
が市場経済の中で活動しているかぎり，競争していることが当然のことであるように，そうし
た争いの中で企業戦略を把えているのが，何よりの特徴である。「業界内で競争している企業
は，明示的・暗示的の別はあるにしても，例外なく，競争戦略をもっている。」44）市場経済シ
ステムの中で企業活動が行われているかぎり，ここでみているようにそこでは競争が行われて
いるのである。漠然と大まかな方針を立てて企業活動を行う，そういう企業もないわけではな
い。それは市場での他を圧倒することのできる競争力を持った，すべての面で競争優位性をも
つ企業であって，それは今日の市場の状況をみれば，どの産業をみてもそうした圧倒的地位を
占める企業が少ないことを知るのではないのか。「経営戦略は変動する環境に直面して，自ら
の資源やスキル（独自能力〈distinctive　Competence＞）を適合していくことである。したがっ
て経営戦略は，企業をとりまく環境の機会，脅威を見定め，経営資源の強みと弱みを把握し，
社会の期待や個人的価値観を考慮し策定される。こうした分析はSWOT分析（Strengths，
Weaknesses，　Opportunities，　Threats）とよばれる。」45）おそらく一歩踏み込めば，ここにみる
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ように競り合う企業相互の強味，弱み，機会，そして脅威を対比し，そのうえでさらに対抗力
をいかに強化するかに努めるにちがいない。しかし，戦略の局面においてみれば，トータルな
企業戦略，今日のビッグ・ビジネスについていえば，企業グループ，企業集団にまで及ぶ局面，
さらには連結ベースでみる企業グループ，さらには事業別あるいは製品別，さらには地域別，
市場セグメント毎の戦略というように，細分化していることもみておくべきであろう。それは
具体的な例をみながら検討を加えたい。場合によれば，業務提携さえも視野に入れるべきであ
り，その延長線上にあっては場合によっては疑似カルテル行為と思われるものさえ展開される
ことはみておくべきであろう。市場はいつも右肩上がりで推移しているわけではない。供給過
剰，市場飽和状態に至れば企業は争いをやめて，手を握ることさえ行うことは知るべきであ
ろう。カルテルとて企業戦略の延長線上に位置している。
　戦略とは，
「持続的競争優位性（Sustainable　competitive　advantage）を達成するためのポジショニング
（positioning）を構築することである。」46）その後に至って「ポジショニング・アプローチと
みなされた見方の典型といってよい。明らかにここでも市場での競争，その競争状態にあって
いかに有利な競争上の場をうるかに，企業戦略の本質をみている。それはしかし，その応えの
一つは明らかに市場占有率で優位に立つことであって，プライス・リーダーシップを握る争い
であるとみることに変わりない。
　しかし，研究する側には，冷めた目でみる，客観視して把える姿勢がもう少し加えられても
よいのではないのか。戦略のもつ負の部分についても目を向けたい。
　戦略を，
「『いかに競争に成功するか，ということに関して一企業が持つ理論』と定義する。」47）この
見方は単純に同列におくというわけにはいかないのではないのか。成功か否か，競争という争
いの中での明らかに勝負を求めているのではないのか。M．A．ポーター以降にみられる戦略論
にみる一つの特徴を示しており，こうした成功例ばかり追いかけるならば，全くの手法に陥っ
てしまうのではないのか。社会科学としてのその在り方を問う姿勢が求められるのではないの
か。
　たしかに戦略論は次々と新しい理論アプローチを積み上げてきている。それだけ関心をよ
んでいるとみるべきであろう。たしかに戦略論にみる“新製品”ではあっても，それらはどれ
ほどの“生命”を持っているのか，とさえ思う。
　経営戦略についての“古典”というべきか，1962年に「企業の基本的長期目標・目的の決定，
とるべき行動方向の採択，これらの目標遂行に必要な資源の配分」48）終始，企業の拡大を計
画し，実施することに戦略をみたのが，A．チャンドラーである。その戦略にしたがって，企
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業は組織を構築していく，と把えた。したがって企業の組織編成（structure）はこの戦略に
従って行われる，とした命題がここから取り出されたのでもある。この“組織は戦略に従う”
という命題はその後広く論議されてきたところでもある。だが，晩年に至って，A．チャンド
ラーは，いやその逆もありうる，という見方をとったこともたしかであった。ともあれ，A．チャ
ンドラーのこの研究がその後の戦略研究に与えた影響は大きかった。その概念を検討してみる
といかにそれを受け継いでいるかを知る。現状を知るためにも少し検討を加えておきたい。
　計画と企業戦略論との混在状態，企業活動を中心にみての市場への姿勢，その積極さぶりが
企業戦略の名の下で説かれている大部分ではないのか。
「機構とは，企業体を管理する組織の仕組み」49）と定義している。
　「ここにいう経営資源（resources）とは，資金（丘nancial　capital），物的設備たとえば工場，
機械，建物，事務所倉庫およびその他販売・購買諸施設，原材料，研究・技術実験施設，お
よび，もっとも重要なものとして，それに配置される人員の技術販売，管理上の能力をふく
んでいる。」50＞
　ここから今日ではよく知られている有名な命題がひき出される。つまり，「組織は戦略に従っ
てつくられる」51）へと結びつくことになる。それほど驚くべき命題なのか，といいたい。巨
大化した企業がその硬直化を避けるために，その企業の合理性の求めに応じて求める方向，そ
れが分権化に及ぶことであって，ここでの事業部制を中心とした組織構造とてその選択肢の一
つではなかったのか。といいたい。52）
　「新しい職能分野へ進出することを垂直統合（vertical　integration）の戦略といい，新製品
の開発に向かうものを多角花（diversification）の戦略ということにしよう。」53）
　戦略にこそ組織は従う，組織は戦略にしたがってつくられる，で見落とされているのは三菱
グループ，三井グループ，住友グループでも，日本の戦前の財閥，あるいは戦後の企業集団，
企業グループにあっても，三菱グループの何処かで新しい事業に参入しても，たとえば三菱重
工業が自動車を一部門としておこしても，それに対応できる組織は既存の組織の中でほとんど
吸収できたことである。どれだけ動かしたということか。
　H．ファイヨールの計画からどれほど出た戦略なのか，ほとんど同義にとどまっているので
はないのか。’ o営とは計画である，というフランスの当時の実務の世界にあって一つの諺にま
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でなって，それがいかに経営を論ずるにあたって重要であるかを，旺ファイヨールはすでに
1916年に説いていたのである。
　「計画が経営のすべてではないにしても，少なくとも本質的要素であることは間違いない。
ここで計画するとは，将来を予測して同時に将来に備えることを意味している。計画するとい
うことはそれ自身すでに行動することなのである。」54）
　さらに説明を加えて，「計画にはその利用にも無限の機会があり，また表現にも無限の方法
がある。しかし，その主要な表現，その感度の鋭敏な標識，最も有効な手段は，活動計画であ
る。」55）
　計画を企業活動のより現実的なレベルで処理することを当然視してみれば，それは活動計画
におきかえることができる，と。それではその活動計画について，H．ファイヨールは何をみ
ていたのか。「活動計画は，目的として追求された成果であり，同時に従いゆくべき活動方針
であり，とるべき手段である。それは一種の未来図で，近い将来の出来事は，これをどう見る
かに従って，ある程度明瞭に描かれており，遠い将来の出来事は多かれ少なかれ漠然と表現
されているのである。それは一定の期間について予想され準備された事業経営の歩む姿であ
る。活動計画は次の諸事実を基礎にしている。すなわち，第一に，企業の保有する資源《土地，
建物，設備などの不動産，機械・器具・原料・資金などの動産，従業員，生産力，販路，社会
的諸関係など》，第二に，現に営まれている事業活動の性質と重要性，そして第三に，将来の
可能性，すなわち部分的には技術的，商業的，財務的ならびにその他の条件に依存していると
ころの可能性で，これらすべては変化の重大性をその起こる時期も前もって決定することので
きないような変化にさらされているものである。」56）それにとどまらない，H．ファイヨールは
さらに念を押している。「活動計画の策定はすべての事業経営において最も重要であり，かつ
最も困難な活動の一つである。だからその作成には，すべての部課，すべての職能の働きを必
要とするが，特に管理的機能の働きを必要とする。実際に，管理者が活動計画作成のイニシア
ティブをとり，その目標と範囲を指示し，協働における各部課の役割を定め，その各部門の調
整を図り，全体の調和を図り，最後に，従うべき活動方針を決定するのは，まさに管理者の職
能を全うするためにほかならない。その活動方針にあっては，優れた管理の原理と基準を少し
も損わないばかりでなく，さらに採用される処理方法がこれらの原理と基準との適用を容易に
するものでなければならないのである。」57）公刊をみたのは1916年。すでにH．ファイヨール
はこの計画の中で今日の経営戦略と呼ばれているものにまで踏み込んでいたとみるべきではな
いのかと思われる。
制度観に立って把える企業である以上に，企業戦略の展開の厳しさを知れば企業の本質が
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かえって明確になるというものではないのか。市場でいかに優位に競争を展開するかにこだわ
るのではないのか。まずは市場占有率をめぐる争いにおいて相対的であれ少しでも高い比率を
確保しておきたい，いやまずはその地位を手に入れることの争いがなされているのではないの
か。
　ダイエーの中内　功はかって業界にあって4位以下は必要ないとまで喝破していた。市場に
挑んで掌中にし，なおかつ業界の第1位に君臨し，さらにその勢いをかりて，メーカーから価
格決定権を奪い取ろうとした一時のその闘いの中に，企業戦略の一端をみる。ほぼ同じような
発言，市場占有率が3位以下ならその業界にとどまる理由はないときまできびしい言を口にし
たのはGE立ち直りをかけていたあのジャック・ウェルチではなかったのか。アドバイスして
いたのは，P．F．ドラッカーという。それが的を射ていたとみるべきか。
　それは市場において同業他社が明らかにわかる状態での，同業他社を意識して展開されるそ
の競争関係こそ企業戦略であるとみたい。より厳密にいえば，市場での当面のライバルはどこ
か，さらにしぼり込んでの具体的に相手方を特定したうえで展開される競争関係に狭義の企業
戦略（corporate　strategy）をみたい。さらにいえば，ここでの企業戦略は，勿論企業一社
という場合もあるがビッグ・ビジネスと呼ばれる企業はその傘下に，あるいは周辺に多くの関
連企業を持っているのであって，そのかぎり法律的な単位体での一企業にとどまらず，経済上，
経営上の実質的な結びつきをもってその中核，中心となる企業を中心に組織されることの可能
な細部に及んでの企業をも包摂しているととりたい。一般に企業集団，企業グループ，グルー
プ経営と呼んでいるものは，ここでの企業戦略にかかわる企業の内実をなしているとみたい。
勿論その集団，グループ内での“組織化”の大きな要因は，資本の結びつきにあるとみる。そ
のかぎり，親会社である中核・中心になる企業が中心になって形成される子会社は勿論含まれ
る。それは国内，国外を問わない。資金の提供という面からみればこれも組織化の大きい要因
である。人を通じての結びつき，そして勿論業務上の結びつきは当然である。今日ではこう
した緊密なネットワークを形成しながら企業はその活動を行っているとみる。したがって，企
業戦略そのものはどうしても市場と向き合っている部分での競争が中心になっているところか
ら，主要部分，中心，センターや調達・販売等市場との接点をもつ部分での競争が中心になっ
て展開されているとみたい。しかし，機能面での企業戦略を思えば，それは決して一企業内部
にとどまるものでないことも明らかであろう。
　これまでとられてきている戦略論に検討を加えながら，企業戦略を論じたい。
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3．1．Hアンゾフの提起
　「戦略的意思決定の究極の目的は，見かけによらずシンプルなものであり，いってみれば
企業のために製品と市場のコンビネーションを選択することである。このコンビネーション
は，新しい製品一市場の追加やいくつかの古い製品市場の放棄，現在の地位の拡大などによっ
て作られる。とにかく，以前の体制を変えるわけであるから，企業の資源の再配分が必要に
なってくる。」ss）　1．Hアンゾフの戦略的意思決定について取り上げている部分である。ともす
れば彼の主張がここでの製品一市場の選択に集約化し，そして典型化して論じられているが，
しかし，ここでも知るように，そうした戦略をとることのできる企業は，すでに市場での一定
の実績を持つ，そしてすでに一定の基盤を持っている，基盤を形成している企業であることに
もやはり注目すべきであると思われる。さらにいえば，例示している内容からみても，それは
何らかの変化，変革革新と結びついた状況での“判断”その岐路に立たされた状況での，企
業のその後の方向，在り方を決めることになりかねない，そうした判断を，LHアンゾフは企
業戦略の意思決定と呼んだのではなかったのか。
　ここで，1．Hアンゾフは，　H．サイモンに拠りながら，意思決定についての4つのステップを
みる。
　1．意思決定のニーズあるいは機会を“認識”すること。“情報”の段階。
　2．代替的アクションを“作成”すること。
　3．各代替案をそれぞれの貢献度によって“評価”すること。
　4．実行に移すために，一つまたはそれ以上の代替案を“選択”すること。59）
　戦略的意思決定と，ともすれば紛らわしい投資計画とのちがいは，後者がここでの“評価”
と“選択”だけで十分足りるとしているのに対して，戦略企業戦略にとっては何よりも「ニー
ズを認識すること」60）に彼が重点をおいていることである。しかも企業そのものの中にしっ
かりとそれを受けとめることのできる機構（Mechanism）を必要としていること，こうした
メカニズムを備えていることを説いていることであろう。
　さらに代替案についてみた場合でも，投資決定の場合には，すでに代替案も示され，それに
ついての成果も評価予想がなされているのであるが，初めて実施してみようとする戦略につき
まとう予測不可能な部分を，彼は“部分的無知”（partial　ignorance）というのであるが，そ
れを前提としたうえであっても投資計画にもとづき一定の修正を加える方式が無難である，と
説く。
　さらに代替案，プロジェクトについての評価でも，対比されている投資決定は単純に，それ
が実施されているかぎりでの「長期的な収益性」を基準にしているが，それもたしかに重要で
はあるが，それ以上に「独自な競争上の利点を反映するような佃るあフロー」61）にこだわる6
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単純にプロジェクト相互間での“費用見積計算”だけで，数字上のことだけで，まだやってい
ないプロジェクトについてあてはめることができるものなのか，と疑問を投げかける。それに
こだわっていたならば「型破り”的な製品を生み出す”62）そうした仕事もできなくなること
を。いやさらにここにこだわれば相乗効果さえ，無理である，と説く。だが，相乗効果を説
くのであれば，全く逆のケースもあることをやはり言及しておくべきではないのか。経営の実
務での長い間の経験則のようにいわれている，“最初の企業者は失敗者”である。新製品，新
市場，新しい企業はなかなか軌道に乗らない，いや乗りにくい，逆にいえば，受け入れる側は
“新しい”ものに対しては，等しく保守的である。そう簡単に飛びついてくれるわけではない，
ということではないのか。一番手の動きをみる，その市場での浸透度をみる，勿論，今日のこ
とゆえ，それを避けるために，市場調査を実施する，アンケートもとる，試作品を流す，テス
ト・マーケットを使う，大量の広告費を投入する，石橋を叩いて渡る策を選んでも，依然とし
て“千三つ”の世界ではないのか。それほど全くの新製品を市場に投入することには“危険”
が伴うとみるべきであろう。それはしかし，新しい市場を開拓する場合であっても，同様の“危
険”を負っているとみるべきであろう。
　1．Hアンゾフはたえず投資決定論をなぞりながら，それを拡大し，修正し，補って進めてい
くことこそが企業戦略論の原点であることを説きながら，さらに次のように述べる。
　「企業環境を注視し，いわゆる部分的無知の条件のもとで新しい製品一市場機会を探求でき
るように，その理論を拡大しなければならないし，また，企業の多元的な相矛盾する目標を取
り扱えるようにその理論を補足しなければならないし，また，単独の製品一市場機会と相乗効
果とを明確にできるようにその理論を補足しなければならないのである。」63）
　企業の戦略的意思決定の実施にかかわっての「手法」（Method）として，以下を列挙してい
る。〔④
　1．前に示した，情報作成評価選択の4つのステップ。とくに「環境の変化を注視し
　　　魅力的な製品機会を探求するという最初の二つのステップに重点が置かれるべきであ
　　　る。」65）
　2。企業の持つ資源の活用。
　3．新しい製品一市場の組み合わせによるシナジー効果の評価期待。
　4．競争上での明確な優位性。（Competitive　Advantages）
　5．潜在的には相矛盾する諸目標から成るベクトルの析出。
　6．プロジェクトの長期的な潜在力の評価。66）
　この時点で，IHアンゾフがすでに競争上の優位性に着目していたことは注目しておきたい。
決してMポーター，以降での注目ではない。1．Hアンゾフの企業戦略には何よりも市場での競
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争をみていることであり，はっきりとライバル（同業他社）が視野に入っていることである。
　「天才的で予言者的なフランス人，アンリー・ファイヨールは，現代的企業経営者の実際に
ついてのかなり最近の分析研究といったものをほとんど想像的に，しかも確実に予期していた
のである。」67）とH．ファイヨールにまでさかのぼって，AMA（アメリカ経営管理協会）を中
心とした実証研究の戦略の開発に与えた影響をみている。68）　H．ファイヨールが天才的な予言
者であったかどうかはともかくとしても，彼の計画の指摘の中にすでにその後の企業戦略の内
実としたものが含まれていたことを捉えていたことにおいては，LHアンゾフのしっかりとし
た指摘であったとみておきたい。それ以外にここでは，A．チャンドラー，　A．P．スローンそし
てサイアート＝マーチの業務的な問題を取り上げたことをみながら，この3冊にここでの企業
戦略との関連において「きわめて関連の深い研究」69）と位置づけている。したがって，1．Hア
ンゾフはそれ以前になされた研究についても十分目を向けたうえで，「企業戦略」を取り上げ
たことはここからも明らかといってよい。
　IHアンゾフ自身，この研究をまとめるうえでの方法論上の契機となったものについては，
アメリカの軍隊での経験と，最近のアメリカの企業が現実に取り上げている企業戦略の現状と
そしてHAサイモン，　Aニューウェルの意思決定論にかかわっての「情報と探求」のもつ意
義に拠ったことを明らかにしている。70）
　投資決定論さらには同様に先行していた証券ポートフォリオ理論に拠りながらも，製品一市
場との関連を明らかにするための決定ルールを，その法則性を求めることに1．Hアンゾフはこだ
わる。71）したがってここでのルールづくり，法則性は，企業戦略策定のためのルールづくり
であって，どちらかといえば，手法のマニュアル化，マニュアルづくりのためのルールとでも
いうべきであろうと思われる。それはかなり実務と結びついたレベルでの活かすことのできる
手法であった。とみてくれば1．Hアンゾフの提起がかなり実務に近いレベルと結びついてい
ることも明らかではないのか。それも特徴である。
　企業の目標について，1且アンゾフはそれが利潤の追求にあることを認めながらも，今日で
は単純にそれのみを追求すればよいという状況ではないことに注目する。「従来からずっと，
企業というものは一種の経済的社会制度（機構）（economic　institution）だと考えられてきた
のであり，企業にとって共通の，しかも企業だけの効率の尺度として利潤というものが考え出
されてきたのである。したがって，利潤の追求とか利潤の極大化といったことが，企業の当然
の単一目標になると思われるかもしれない。ところが実際には，この目標といったものが，い
まや，企業倫理をめぐっての最も論議を呼ぶ課題の一つになっているのである。」72）企業倫理
（business　ethics）との関連をみる。
　たしかに，さほど資本設備を必要としない18世紀や19世紀にあっては，利潤だけでしかも
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それを短期にみて尺度に用いることが有効であったろうが，「企業の資源」との関連での長期
に及んでの需要をみるとか，資本設備のニーズの高まりといっているが，要するに固定資産の
増大にともなって，「短期的な利益」73）へのこだわりを捨てて，どうしても長期的な投資プロ
ジェクトとの関連からいっても，その目は，「企業の生存を確保するためには，企業の目標と
いうものについての概念を，長期的なものを含むように拡大しなければならないのである。」74）
「生存を確保するために」（to　assure　survival）企業の存続重視がここに顔をのぞかせている。
そのかぎり，彼IHアンゾフとて企業それ自体説の主張に立つとみることもできる。彼はその
論拠をP．F。ドラッカーの制度観に立つ，“適正な収益性”（“adequate　pro丘tability”）75）に求める
のである。そして利潤の極大化のみに執着することにははっきりいって無理がある，とみる。76）
「社会制度《social　institution》としての企業の重要性が高まるにつれて」77）と制度重視の見
方を明確にする。
　何故，企業が求めた利潤追求に対して，きびしい社会の目が向けられたか，IHアンゾフは
ここで19世紀のアメリカにおける，特に資本・証券市場を中心としての，と付言しても構わ
ないと思われる「略奪帝国主義」（smash－grab　imperialism）という言葉を使っている。78）こ
こでの帝国主義は，資本主義以上の強い響きを与えていることは否定できない。それへの明ら
かに“反動である”とアメリカの状況をみている。それゆえに負った，負わされた責任，社会
的責任である，と，私はそれでもおさまらなかった，だから，アメリカにおいて「独占禁止法」
が，その巨大企業の横暴ぶりゆえに，明らかに反社会的行為を防ぐ目的をもって1880年に施
行されたとみる。それがシャーマン法であった。にも拘わらず，市場万能主義こそ資本主義の
真髄であるとして，市場で競争を行うだけで十分，余計な社会的責任を負う必要はないと説い
た一方の極に立っていた論者こそ，ミルトン・フリードマンだったのではないのか。
　1．Hアンゾフはさらに所有の変化にともなっての専門経営者の登場に注目する。「私的所有か
ら一般大衆の所有への大幅な移行（amajor　shift　from　private　to　public　ownership）79）と幾分
大雑把ではあるがここに変化をみながら，「その結果専門経営者と呼ばれている人々
（professional　management　cadres）《訳注＝全般管理層》が誕生し，彼らは，給料をもらっ
て働くとともに，実質上その企業の将来を支配する立場にあり，彼ら自身の個人的野望に従っ
て行動している。」8D）それは明らかに所有者から離れた，自立した企業での在り方であり，そ
こでの経営を担う専門経営者の行動にははっきりとした変化をみている。
　こうした目標についての見方に検討を加えながら，IHアンゾフは一つの目標設定にかかわ
る“前提’を整理する。
「1．企業は，a．その総資源の転換過程の能率を最適化することをねらいとした“経済的目標”
　と，b．企業の参画者たちの個々の目標の相互作用の結果としての“社会的目標”すなわち“非
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　経済的目標”との，両方の目標を持つものである。」81）
　2．ほとんどの企業では，「経済的目標が企業の行動に主たる影響を及ぼす。」82）
　3．企業の中心的な目標は，「その企業内に使用された資源の長期的見返り《自己資本利益率》
　　　を極大化することである。」83）こうした目標の順位のあとに，社会的目標を加える。M）
　そしてこうした目標はやはりそれが経営者が決定を下すさいの“基準”となること，さらに
「社会的責任は，企業が社会に果たすことを約束する義務のようなもの」85）と位置づけるの
であるが，それは「企業を方向づけたリコントロールしたりするための内部的機構の一部を構
成するものではない」SS）とみているように，その位置づけもここでははっきりしていること
をうかがい知ることができる。それは彼が言及する「社会的制約」についても目標であって，
これとて企業の側が，法律上あるいは契約上「制約」される，「拘束」される要素であっても，
決して進んで求める要素でないとはっきりと述べている。87）
　企業にとっての主要な指標が「収益性」（profitability）にあること，しかもそれがより現実
にあっては「投資利益率」（Rate　of　return　on　investment）であることを明示する。　ss）
　「利益率の極大化ということを理論上の中心的な目標として考えつつ，いろいろな従属目標
を開発していくことになろう。」89）いざ現実にどう対処していくか，という状況の下での企業
目標についての“選択”の順位は，IHアンゾフの場合としてそれは明白である。従属目標は，
経済学者が「代用的変数要因」と呼んでいるものと同じであるとしながら，企業が求める目的
はさらにいえば長期的な利益率の極大化であることを繰り返す。「信頼度の高い収益性の予測
を合理的に」go＞いかにつくりあげるかを思えば，一応はその期間として3年から10年という
期間があがってくるが，せいぜい5年というところが，比較的信頼度の高い予測ができる期間
とみていた。その理由は，「工学技術の未来の状態，その会社の市場占有率，未来の管理技法，
一般的経済環境政治的環境」91）をあげている。しかし，ここでの5年とて彼がここであげ
ている「不確実な諸要素」の質にもよっていることであって，とくに競争が激しい，しかも技
術の変化とて速いという業界，産業分野にあってはこの期間とて一応の目安であろうと思われ
る。IHアンゾフは±20％の幅をここではみている。92）そこで使われるのは「投資利益率」
（return　on　investment）93）である。企業戦略論を展開するにあたって，1．Hアンゾフが終始
意識しているのは投資理論をモデルに描いての，その延長線上での主張である。したがって，
予見できない未知の部分を多く持つ予想，その予測をいかに確度の高い指標にするか，「参照
水準」94）とてその一例とみるべきであろう。それとて危険度を，高い，普通，低い，と三つ
に分けて把えようとしている。95）さらにより確実にする手法としてここで一例を示す。「まず
企業が関心を持っている業種の平均的予想資本利益率を見積もるとともに，すぐれた機会と平
均以下の機会との資本利益率を明らかにする，」96）ことをみる。すでに存在している業種につ
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いてみた場合，これは使うことができる，有効であろう，と。だが，その製品が全くの新製品
であった場合はどうか。その場合には，やはり類似の製品市場と時間の流れの中での対比をみ
ながら，97）類推することになるであろう，と。そこでも1．Hアンゾフが終始こだわるのは製品
一市場との関連である。
　危険度が普通クラスと判断した場合の，投資利益率をどうみるか，IHアンゾフはここで最
も望ましいと思われる最終目標を設定したうえで，それとの関連で受容できるとみた限界はど
こかも定めたうえでの設定をみる。そのさい考慮すべき点として，以下の4つをみている。98）
　1．企業が関心を持っている業種の過去，現在，および将来の投資利益率の特性。
　2．その企業が次期の予算期間中に直面すると思われる諸機会の概算の数。
　3．来たるべき予算期間中におけるその企業の戦略的なアクションの緊急度。
　4．その企業が，予算期間中の製品一市場の変革に当てたいと思う資源の総額。99）
　ここでの“2”では，M＆A，多角化，さらには自社での研究・開発に拠っての“チャンス”
も含まれている。たしかに1．Hアンゾフはここでの企業戦略にかかわってその期間について長
期については10年と長くみているようにとれるが，しかし，たえず，彼がここでみる“投資
利益率”との関連を重視していることからも知るように，具体的に特定の製品一市場との関連
でみているのであって，そのかぎりきわめて現実的な処理というレベルで企業戦略をみている
ととるべきであろう。たしかに企業戦略は，未来，将来にかかわることで手探りの状態，彼が
いう「部分的無知の状態」を持っての，前提にしたうえでの“作業”であること，それを否定
しているわけではない。だが，そうした手探りの状態にあっても，企業戦略を“より確実”に
立案する，予測を狂わないようにする手だては決してないわけではない，あきらめることでは
ない，やればかなり確実なものにすることができる，と1．Hアンゾフはみていたのではないの
か。しかし，ここで「環境の分析に基づいて最終到達目標を決めるが，こんどは，その最終到
達目標に基づいて環境を選択するという循環的相互依存」100）と特に目標に基づいての環境の
選択をもみていることは，企業の側が意識的に環境をつくっていく，受け入れる市場を企業の
側がつくりあげていくことをすでにみていたのではないのか。
　たしかにIHアンゾフは次のようにもここで述べている。「しかしながら，長期にわたって
収益性を維持するためには，企業はそれ自体の革新を図り続けなければならない。すなわち新
しい資源を注入し，新製品と新市場を開発しなければならないのである。」101）しかし，それは
彼自身がすでに述べているように投資利益率を基にしてみているかぎり，「長期間に対して正
確な資本利益率を予測し測定することが不可能だという点である。」102）そこで測定することを，
「あきらめて」103）「長期の収益性に貢献するような企業の諸特性」104）を取り出すことにある
とみる。それは「その企業の外部的な競争上の地位を絶えず向上させることに関係のあるも
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の」105）をここで提示する。
　1．企業がその市場占有率を維持できるように，少なくともその業界と同じペースで売上
　　　高を絶えず伸ばしていくこと。
　2．企業の相対的な効率を高めるためには，相対的な市場占有率を高めること。
　3．投資のための資源を作り出すために利益を増大させること。
．4．企業に新しい資本を引きつけるために，一株当り利益を増大させること。
　5．新製品や新製品ラインを絶えず付加していくこと。
　6．企業の顧客人口を絶えずふやしていくこと。
　7．売上高や利益についての過度な季節変動をなくし，その結果，企業の資源使用にあたって
　　　外部的に強制される非効率性を排除して，競争上の地位を失わないようにすること。106）
　当面のテーマは，収益性，たとえ長期的な観点に立った場合であってもまずもって企業はそ
の収益性の確保を盤石なものにしておく，とIHアンゾフはこだわる。「その環境と対峙して
強い競争的地位を得る」107）ことにこだわる。とみてくれば，IHアンゾフの企業戦略論は製品
一市場を中心とした展開とこれまでは多く一言で一蹴されてきたきらいがあるが，ここでの指
摘をみれば市場占有率との関連で企業戦略を捉えていたことをみれば競争が前面にでてきて
いるわけではないが，市場との関連はA．チャンドラー以上にみていたのではなかったかと思
われる。
　「競争的地位を確保するためには」108＞という表現も見出すことができる。それには「企業
の内部的効率」（internal　efficiency）109＞を維持することとみていた。その指標に，1．Hアンゾ
フは，売上高利益率を主要な指標とし，補完する指標として運転資本回転率，自己資本回転率，
棚卸資産回転率などをあげた。「別の重要な比率は借入金と株式とに関連するもので，これは，
その企業が借入能力をいかにうまく使っているかを示すものである。」110）ここからも知るよう
に，財務についての総合的な判断をみていたことは，彼の企業戦略の特徴でもあったというこ
とができる。
　さらに「重要な技能（skills）の深さは，将来の収益性についての重要な指標である」111）と
みていたこと，その内実は，経営者，技能者たちの能力，研究開発担当者の能力の深さ」ll2）
をみてくれば，それは明らかに「組織能力」にかかわる部分をすでにみていたとみることがで
きる。さらに「人的および組織的資産《human　and　organizational　assets》というものは，近
代的な物理的資産によって裏付けされていなければならない，」113）とみていた。企業目標との
関連で何が主要な目標であり，何がそれを補完する副次的目標であるか，その関連性をみたの
がここでの図である。しかし，IHアンゾフの場合，当面の企業目標の重点が投資利益率を中
心にみていたこともあって，ここでの副次的な，補完的な目標の中にはより長期に求めるべき
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目標の指標が示されていることをみるべきであろう。ll4）ここで彼も“デュポン方式”に言及
しているが，それは事業部制導入にさいして指標として利用するところとなった投資利益率を
指していると思われる。それは20年代にGMにおいても導入していく方式である。115）そのか
ぎり，1．Hアンゾフもそれにも拠っていたとみることができる。
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Ansoff，　lgor．H；Corporate　Strategy，1965．　p．53．同訳書，66頁。
　不確定要素の多い将来への対応として，つまりは，IHアンゾフがここでよく使う「部分的
無知の状態」への対処として，対外的には多面化を，企業内部については「資産の流動性」
（liquidity　of　resources）116）を持つことであると説いている。
　よく使われる格言，“一つの事業にすべてをかけるな”（the　maxim　of　not　putting　all　of
ones’?№№刀@in　a　single　basket）は裏をかえせば，危険リスク分散であり，多角化の推奨であ
る。しかし，同じ格言でも日本では“虻蜂取らず”と呼ばれて，一業一社，専業主義こそ企業
の求めるべき道とされていた時もある。そうした関連からみても，多角化が企業戦略として選
択できる企業ないしは市場がある程度成熟した市場であること，企業とてすでに一定の市場で
の地位を形成したことのあるそうした蓄積のうえでの求めるべき多角化ではないのかと思われ
る。たえず市場との関連こそしっかり視野に入れておくことがここでは求められているとみた
い。また資源の流動性という点でも，そこではおそらく広く転用可能なあるいは展開可能な
“資産”をみていると思われるが，しかし，とくにアメリカの企業の場合，ここにはM＆Aの
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多用，利用があることもみておくべきではないかと思われる。
　柔軟性を欠いた企業，動きの鈍い企業，硬直化しやすい企業としてここでいくつかの例をあ
げている。柔軟性に乏しい企業の例としてあげているものは，
　1．「その企業の売上高に大きな比率を占める独立した顧客の数によって。」117）ここで例に
　　　あげているのは「単一の顧客しか持たない国防産業の企業とか，シアーズ（・ローバッ
　　　ク）への“専属”（captive）の供給業者などは，最も柔軟性のない企業である。118）
　1．Hアンゾフはここで企業について製品一市場との関連での柔軟性，弾力的に企業の側が対
応できるかどうかを中心に捉えているが，それはやはりでき上がったビッグ・ビジネスを視野
に入れてのことではないのか，といいたい。工業化，量産化，資本主義化，製品の商品化のプ
ロセスは紛れもなく，大量需要を求めた軍隊したがって国家需要と大きく結びついて企業化
がなされてきたのではなかったのか。いかに軍御用達にありつくかで企業化の岐路は別れた。
石炭，造船兵器，繊維，衣服，製靴火薬，いずれをとってみてもその結びつきを持った者
が，企業が，それをテコにして企業活動を軌道に乗せていったのではなかったのか。それはシ
アーズ・ローバックを例にあげている販売を一手に牛耳る企業への納入こそ，今日でいえば，
自動車組立てメーカーの納入をする部品メーカーのように，ここでのアセンブラー・サブライ
ヤーの関係は，その紐さえしっかりつかんでおけば何よりも“販売”業務を必要としない企業
ではなかったのか。勿論それへの安住を危険　と。
　2．「その企業の，いろいろな組織体に属する市場区分の数によって。」119）ここでは冷蔵庫
　　　を例にあげながら，国内市場のみならず，ヨーロッパでも日本でも製品市場を持つ企
　　　業は，むしろ柔軟性を持つ企業の例としてあげている。120）
　3．「その企業の製品一市場分野の基礎となっている独立した工学技術の数によって。121）こ
　　　こで例にあげているのはエレクトロニクス，バイオ，分子光学（molecular　optics）な
　　　どであって，明らかに応用科学にかかわる研究・開発をもつ企業には柔軟性がある，
　　　とみている。122）
　さらに彼はより積極的な柔軟性を持つとはどういうことか，と問いかける。そこで重視する
のは，一つにはテクノロジーの分野での関与度応用可能な分野への展開可能性であり，もう
一つは研究・開発分野での「相対的な強さ」123）をみている。
　だが，こうした企業の市場との関連にみる柔軟性は，「第二次大戦後の産物である」124）とさ
え述べているのであるから，それとて注目すべきであろう。「これとは対照的に，内部的柔軟
性についての関心は企業経営の歴史と同じほど古いものである，」125）としている。それは図一
2で知るところでもあるが，総じて財務面での比率にこだわっているところからも知るよう
に，基本的には安定性をみているととることができる。
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　しかし，多くのアメリカの企業の場合を例にみれば，こうした指標を用いることがあったと
しても，その判断はむしろかなり“短期”的な対応ではないかと思われる。M＆Aを積極的に
多用する状況を果たして1．Hアンゾフはみていたのであろうか。
図2　柔軟性目標の階層
　　　　柔軟性目標
予見できない偶発事態のもとでの資本利益率
外部的柔軟性
偶発事態の影響
すぐれた技術　　　独立的な顧客の数
の数　　　　　　独立的な市場区分の数
研究開発能力　　独立的な技術の数
内部的柔軟性
偶発事態への対処
流動比率
酸性試験比率
負債比率
固定資産対流動
資産比率
Ansoff，　lgor，　H：Corporate　Strategy．1965．　p．58．同訳書73頁。
　「企業の基本的な経済的目標から直接に導き出せないもの」126）という意味で1．Hアンゾフは
“非経済的目標”を取り上げる。それらは時として「経済的目標」に修正を加えたり，場合に
よってはとって替ることもありうる，127＞として取り上げている。しかし，どちらかといえば，
その位置づけは終始副次的である。
　だが，ここで彼が言及している点にもふれておきたい。それは大企業にみられる傾向として
株主が完全に経営者階層から分離している，いわゆる所有と経営との分離をみているのである
が，そこでは目標としているのは「企業体の安定性と評判」128＞にあるとみ，こうした現象を「大
企業がそれ自体社会主義化しつつある」（the　tendency　of　big　enterprise　to　socialize　itself）129）
と表現している。大企業が次第に専門経営者の手に委ねられていくこと，さらに株式所有が分
散していく現象，こうした動きに「社会主義化」さえも想定する者がいたことをむしろ知るべ
きであろうか。しかも1．Hアンゾフはその名前からも知るように，明らかにロシア系である。
何か辛い経験の持ち主だったのであろうか。過剰とさえとれる表現ではあるが，むしろそこに
は大企業が等しく持つこととなる社会性の側面を捉えていたものとみたい。明らかに特定の
“所有者”の手からは離れていたその現実をみていたのではないのか。
　しかし，戦略論はフォン・ノイマン，モルゲンスターンの研究以降いくつかの論文が雑誌
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「ハーバード・ビジネス・レビュー」に掲載されていたことを思えば，A．チャンドラーの
1962年の「戦略と組織」以前にもすでにいくつかの研究成果は示されていたのであり，1．Hア
ンゾフ自身も1957年にすでに多角化のための戦略を発表していたのでもある。130）CH．クライ
ン（C．H．　Kline）の「製品政策のための戦略」は1955年に発表されていた。131）1．Hアンゾフに
よれば，そうした傾向は60年代の半ばにおいて，「この10年来」1sa＞といっているのであるか
ら1950年代半ば以降のアメリカの企業において，つまりは産業構造からみて一定の成熟段階
に到達した企業が「その活動範囲や成長の方向」1SS）さらには持続的な発展の継続を望んだと
きに求められる「意思決定のルール」づくりIM）こそ企業戦略の内実に求められていたものと
1．Hアンゾフはみていたものと思われる。
　今日ではごく一般的に用いられている経営学の分野では衆知のこととなっている，シナジー
（synergy）あるいはシナジー効果を持ち込んだのは，1．Hアンゾフであった。2＋2＝5で
表わされる大きな組織になれば生ずる部分の総和以上のより大きな相乗効果を彼は製品一市場
の中でもみることができるとした。
　「…大多数の企業では，企業規模に関する利点といったものが存在するわけで，たとえば，
ある大企業の総売上高がたくさんの小企業の売上高の合計と同じである場合には，その大企業
は，別々の企業の操業費の総計よりも少ない費用で操業することができるのである。同様に，
大企業の投資額は，小企業のそれぞれの投資額の単純総和よりも少なくてすむ。」135）とみてく
れば，シナジー効果は，規模の利益，範囲の利益　さらには「スピードの利益」にも結びつく
内実を持っていたことをみることができる。
　彼はここでいくつかのシナジーを列挙した。
　1．販売シナジー，共通の流通経路，販売管理組織，あるいは倉庫，広告，販売促進など
　　　をあげている。
　2．操業（生産）シナジー。設備，人員の高度な活用，間接費の分散一括大量仕入れな
　　　どをあげている。
　3．投資シナジー，プラントの共同使用，原材料の共同保管，共通の工具，機械などをあ
　　　げている。
　4．マネジメント・シナジー
　ここではたしかに基本的には同業種の産業あるいはそれに近い製品市場への新規参入のよう
なケースの場合には効果があるとみているが，競争の激しいあるいは全くの異業種については
無理があることをみている。136）
　1．Hアンゾフが「企業戦略論」の中で取り上げた「能力プロフィール」であっても，それは，
「その企業の主たる技能と能力のリストであり，同種の能力を持っている他の企業を考慮して
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評価」137）するという識別の基準であって，それは他との比較による相対的な技能や能力の差
を明らかにするというものであるが，それほど明確ではないにせよ，ここには明らかに競合他
社がみえるのであって，そのかぎり，1．Hアンゾフは競争を意識していたとみることはできる。
しかもたえず市場においていろいろな方法を駆使して競争が行われていることからすれば，こ
こでの「能力プロフィール」とて当面のライバルとの差異を捉えての比較になるのであって，
絶対的な基準を使うとすれば財務的指標は用いることができても，製品一市場との関連でい
えば一つの指標として用いることができるものと思われる。
　IHアンゾフはこの能力プロフィールを「戦略」に使うわけである。「このプロフィールの主
たる用途は，戦略的な問題を次のような四つの側面から評価する場合に，それぞれの側面にお
いてこのバランスを査定するための用具とすることである。」138）そして4つの側面をあげてい
る。
　1）内部評価
　2）外部評価
　3）戦略の構成要素としてのシナジー
　4）個々の機会の評価139）
　内部評価の相手としてまずは「同業の中で最も成功している競争企業の能力パターンを示す
ような競争企業のプロフィールを作ってみる」140）こととしている。しかし，それは結局モデ
ルに終ってしまって使うことができないのではないかと私はみる。自社の当面のライバルは何
処かそれをはっきりと見定めたうえでこそこの能力プロフィールは使うことができるのではな
いのかと思われる。ことによるといや含んでいるのだというかもしれないが，the　most
successful　competitors　in　the　industryとしているのであるから，その内実には差があるので
はないのか。
　外部評価の意味しているのは，他の業界についての評価であって，新規参入のためという意
図も含んでいるが，いろいろな業種といっているのであるから一般的な市場の状況を知る意図
も含まれているといってよい。
　個々の機会の評価ではかなり個別的，具体的なM＆Aの場合の合併相手などを想定している。
その場合でもアフター・マージャーを想定しての“能力プロフィール”を描き出して競争力を
描いてみたり，あるいは，アフター・マージャーの段階での業界でのやはり成功している企業
との能力の対比であるとか，その総合力の能力がどうであるかも測定してみることを想定して
いる。141）これは企業戦略において明らかに使うことのできる有効な“指標”と捉えていたと
みたい。長短を明らかにすることは，戦術と結びつくこととみた。
　IHアンゾフは何故ここにきて企業戦略が市民権を得たかのようにして問われるようになっ
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たその理由について，次のように述べている。「企業にとって，その活動範囲と成長の方向を
はっきりとさせることが必要だということや，企業の目標といったものだけではその必要性を
満たすのに不じゅうぶんえあること，また，企業が順調にしかも利益をあげつつ成長を続ける
ためには，さらになんらかの意思決定ルールが必要である」142）ことなどをあげている。しかし，
IHアンゾフの場合，市場での競争という状況に企業がおかれていることは認めていても，や
はりまだ緊張感は乏しいとみる。大企業，成熟した産業での企業活動，一定の成長を遂げた企
業であることをみていても，それ以上のイメージが盛り込まれているとみることはできないの
ではないのか。
　そこであらためてLHアンゾフは戦略を次のように定義する。「戦略とは（1），企業の事業
活動についての広範な疑念を提供し，（2），企業が新しい機会を探求するための個別的な指針
を設定し，（3），企業の選択の過程を最も魅力的な機会だけにしぼるような意思決定ルールに
よって企業の目標の役割を補足する，143）意思決定のルールづくりに結びつけた部分が1．Hアン
ゾフ戦略論の特徴であろうか。それでも彼は戦略が方針と何ら変わらないレベルで取り上げら
れている見方とは区別していた。
　彼とて漠然と投資利益率20％目標とか市場への柔軟な対応などという内容での戦略をみて
いるわけではなく，少なくとも事業分野を限ったうえでの，つまりは具体的な製品一市場との
関連でみなければならないという点は再三述べているところである。ここで出てくる「共通の
関連性とは，現在の製品一市場と将来の製品一市場とのあいだの関連性」144）をみているので
あって，局外者への指針であるとみていた。
　経営者が新しい製品一市場分野を選択することができるか否かについて，1．Hアンゾフは当
該企業が成長の可能性と多角化を進めていることこそがその指標であるとみている。145）勿論
その結びつきが弱い分野もあることなので断言はできないとしながらも，極力，製品一市場分
野での関連にはこだわっている。さらにいえばどの業種か特定してみたところできわめて幅が
広いので，そこで1．Hアンゾフはここでは「同一の特性を持った製品一市場と工学技術ごとに，
さらに細かく分類した業種名を用いることが必要になってくる，」146）とみている。この点は重
要ではないかといいたい。後述することでもあるが，現実の競争に放り込まれている企業は
“あらゆる面”で競争にさらされているとみる，しかもそれぞれの競争の局面で競争相手を多
くは異にしているのではないのか。寡占化が進展してくれば同一産業分野にあっては，勿論
多くの分野で相互がライバル同士になる関係，それも多くなってくることそれは否定しない。
だが，製品毎機能毎地域別さらには原料・資材の調達へと及べばそれは必ずしもいつも同
一の“ﾎ立”の構図を持って展開しているとはいいがたいのではないかと思われる。
　さらに彼はここに「成長ベクトル」を加えた。「成長ベクトルというのは，現在の製品一市
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場分野との関連において，企業がどんな方向を進んでいるかを示すものである。」147）としてい
る。
　そこで取り入れられたのが次の図表であって，今日では広く知られているところのものであ
る。だが，この成長ベクトルは1．Hアンゾフがここで用いたことに拠っていると思われる。
表1　成長ベクトルの構成要素
　　　　　　製品ニーズ
現 新
現 市場浸透力 製品開発?
市場開発 多角化
Ansoff，　lgor．H；Corporate　Strategy　1965．　p．109．同訳書，137頁。
　企業戦略についてその理論を展開しているIHアンゾフ自身は，どの企業にも戦略は必要と
はみていないことである。148）しっかりとした収益性を確保している企業には，戦略は問うこ
とではないとしていた。必要性を認めていたのは「最も包括的な戦略を必要とするような企業
タイプは，じゅうぶんに統合された事業会社」149）においていたのであって，持株会社の場合
であれば，それは「戦略の必要条件もそれほど厳格なものではなくなってくる。」150）とみてい
たし，あるいはM＆Aをも主たる業務内容とするような投資信託会社などの場合には，必要な
のはごく一般的なものであって，こみ入った戦略などは必要ない151＞とみていた。
　こことの関連でIHアンゾフが述べていたことでやはり注目しておくべきことは，ここに示
してきた例はそのいずれもが継続型とでもいうべきものであって，混在して多様であるのが
“現実”であって，したがってここに示していたのは，「一つの目安としてこの分類を活用して，
それぞれの戦略の必要条件を決めることが必要である，」152）としている点である。
　1．Hアンゾフはここで戦略・戦術が本来は軍隊用語であるものがいつ頃から経営学の分野で
使われるようになったかについて言及し，それが1948年，第二次大戦後間もなくの時にフォ
ン・ノイマン（Von　Neumann）とO．モルゲンシュターン（0．Morgenstern）が「ゲームの理論」
を開発した時に用いたのが最初であったことを明らかにしている。勿論ここでもすでに指摘
したところであるが，おそらく一番古く登場したのは，ソールスタイン・ヴェベレンの1904
年の研究においてである。153）しかし，競争との関係を戦略にみて位置づけたのは，ここで1．H
アンゾフが述べているように，フォン・ノイマン，0．モルゲンスターンに拠ったとみるべき
であると思われる。「一つは純戦略《pure　strategy》で，これは，企業の一つの動き，あるい
は個別的な一連の動きのことであり，たとえばどんな製品と市場が継続的に現れてくるかが
はっきりと描き出されているような製品開発プログラムといったものなどである。もう一つは
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大戦略あるいは混合戦略《grand　or　mixed　strategy》と呼ばれるもので，企業が，ある特定
の状況のもとで，どの特定の純戦略を選択すべきかを決めるため統計的な決定ルールであ
る。」154｝ここで1．Hアンゾフがさらに注目していることはここでのフォン・ノイマンらのゲー
ム理論への応用を契機に戦略が製品一市場との関連で究明することが広まったこと，それを
「革命的」《revolutionized》155）とまでみていたことであり，もう一つはこうした動きとはか
かわりなく相変らず，“方針”《policy》とほとんど変わらないままに戦略が使われていたこと
をみていたことである。156）このようにみてくれば，1962年のA．チャンドラーの場合，フォン・
ノイマンらの影響を受けて用いたとみるべきであろう。
　“方針”として用いられているケースの内実についても1．Hアンゾフは言及しているのであ
るが，しかしここであげられているケースからみるかぎり，それはリスク対応のマニュアルと
でもいうべき“対策”のルール化とでもいうべき内容をみている。157）「方針というのは一種の
条件に適応した決定であり，戦略とは意思決定のためのルールなのである。（Policy　is　a
contingent　decision，　where　strategy　is　a　rule　for　making　decisions．）158）思えば，ここにコン
ティンジェント，条件に適応して，条件如何によってとその後の“コンティンジェンシー理論”
に結びつく芽はすでに出ていたとみることもできる。しかし，1．Hアンゾフがここでみていた
ことは，それが対策ともとれる方針で捉えられているその決定は下位のレベルに委譲すること
ができるが，戦略の実施についてはそれは委譲できず，「部分的無知の状態のもとで」行われ
るがゆえに，さらにいえば，last－minute　executive　judgment．最後の瞬間には経営者の判断が
決め手になること159）この意思決定にかかわってではあるが，経営の現実にあっていかにこの
“時間”が重要であるかを明確にしていた点はむしろここで評価しておくべきであると思われ
る。
　おそらく現実に近いレベルでの事象を対象にしているだけに，われわれの分野はマクロのレ
ベルを取り上げる経済学以上に時間に目を向けるべきではないかと思われる。それは理論のレ
ベルと現実との接点においてもより一層時間については考慮すべきであると思われる。
　ここで改めて1．Hアンゾフは再度戦略について次にように定義している。「“戦略的”という
のは“企業の，その環境に対する適応ということに関係のある”という意味であり，まだ“戦
略”について話しているときには，そのことばは“部分的無知の状態のもとでの意思決定のた
めのルール”という意味である。」160）したがって，一般に使われている戦略方針，プログラ
ムそして標準業務手続がIHアンゾフが用いた戦略的，管理的，業務的レベルについてとの区
別を明確にすることをここでは求めているとみるべきであろう。あくまでも「部分的無知の状
態」という予知できない局面に「戦略」を限っていたことは，ここでの1．Hアンゾフ理論の特
徴であろう。こうした部分的無知の残るかぎり，それぞれの機能面でも，例えば，研究開発戦
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略財務戦略マーケティング戦略がとられること，それを否定していたわけではない。
　1．Hアンゾフは企業戦略論の“終章”に当る部分で述べている。
　「戦略的分析を開始させるための引き金は，その企業の環境と経営者の先見性に基づくいろ
いろな理由の一つによって引かれることになろう，」16Dと。つまり，企業が現実にどういう状
況にあるか，その環境とその当該企業の実際の経営にかかわっている経営者ゐ先見性（far－
sightedness）にかかっているとみていることである。そしてそこで下される判断について3
つのカテゴリーに分けている。
　1）“反応者”型（“reactors”）
　2）“計画者”型（“planners”）
　3）“企業家”型（“entrepreneurs”）162）
　問題が実際に起こるのを待つ，そうしたタイプをここでは“反応者”と呼んでいる。企業側
あるいは経営者自身が積極的に市場と向き合って問題が何かを探り出し，行動を起こすとい
う，問題を見越して手を打つタイプを“計画者”と呼び，問題と機会の双方を視野に入れて行
動を起こすタイプをここでは“企業者”と呼んでいる。「第二次大戦後の企業には，こうした
戦略的変革を予期する必要性と，また，そうすることによる利点というものとを強調する傾向
が現れている。」163）1．Hアンゾフとてこうみてくれば，企業戦略を口にすることでさえも，そ
れが第二次大戦後の企業にみていることを思えば，市場そのものは勿論のこと企業自身も一定
の成熟期を経ていることであることも明らかであろう。それが故にこそ再度問われる，「企業
目標をはっきりさせることと，それを再検討すること」1an）に結びつくのではないのか。すで
　sにみたように，IHアンゾフとてこの点について「企業が利益を追求しその極大化に努める」
ことを当然視しながらも，それが決して唯一の目標でないことをここでも説いている。「実際
界の企業目標には，戦略を作りあげるプロセス全体に大きな影響を及ぼすような二つの特性が
ある。まず第一に，単一の目標があるのではなくて，いろいろな目標のベクトルという形で存
在すること，また，それぞれの目標は企業の資源をめぐって互いに対立関係にある，というこ
とである。第二に，受容限界一最終到達目標という幅のある数値や優先川頁位といったものは，
勝手に決められるのではなくて，その企業の能力や機会に照らして修正されなければならない
ということである。」165）
　現実にあっては企業目標に他の目標も加わる，いや加えなければならない，その「ベクトル」
の範囲がここでは必ずしも明らかではないが，しかし，受容限度と最終目標との間にその「幅
や優先順位」をおいているところからみても，利益追求の目標がそうたやすく「極大化」に向
うことができないことをここでは捉えていたと思われる。
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　経営計画の設定について，IHアンゾフはここでP．F．ドラッカーの定義を取り出し，それに
依拠して捉えている。
　「経営計画の設定とは，現在のいろいろな企業家的意思決定を体系的なものとして，その将
来性をじゅうぶん理解したうえで，これらの決定を実施するのに必要な努力を体系的に組織化
し，これらの意思決定の成果を，体系的なフィードバックのプロセスによって期待した結果に
照らして評価する，という連続的なプロセスである」166）ここからも知るように1．Hアンゾフは
企業戦略の内実をほぼここでのP．F．ドラッカーの「経営計画」に重ね合わせるほどに学んだ，
ならった。そのうえでそれをH．A．サイモンらの意思決定と結びつけ，企業戦略論を意思決定
を行ううえでの体系的な内実とし，それを実施に移す具体的なプログラムの作成をもってルー
チン化し，それを現実の企業活動で使える評価のための“プログラム”にすることを求めたの
であった。意思決定を現実の企業経営において活用するために，徹底してここでの一定のルー
ルづくりにLHアンゾフはこだわっている。
　だが，互いにライバルとして，敵として戦略をかわしながら市場と向き合っている企業同志
が“停戦”状態ないしは互いに手をとりあって提携し，同調することもあるうる。競めぎ合う
市場全体の成長率の伸びがとまる，停滞する，そうした状況が数年に及んで続く，売り上げ高
が伸びず，利益額も利益率も明らかに低い水準にとどまり，場合によればインフレ率にも及ば
ない状況が続く。明らかに構造的な減速傾向が続くと，同業他社は次第に相互ににじり寄るこ
とになる。業務提携技術提携そして資本提携に及んで，それがさらに進むと合併となる。
今日ではこうしたステップと思われる段階を飛び越えていっきに合併統合というケースもみ
られる。
　国際化の動きの中で，外国の企業の国内企業に接近した場合など，その動きに対抗するよう
にしてまずは国内企業同志が結束し，対抗策を協調して展開し，それでも対応できない場合に
は，合併，統合して，対抗することのできる“規模”を求める場合もあるとみてよい。外資が
進出してこなくても，輸入品として“製品”が市場に入り込んで，それが価格面で明らかに差
のある状態が大量に入ってくることが続くと，それが引き金になって，国内企業の再編を促す，
いや促すにとどまらず，余儀なくされて，結果的には大きな統合へと結びつくケースもある。
セメント業界などはその典型といってよい。多いときには15，6社を数えたセメント・メー
カーは，今日では，太平洋，宇部，三菱，住友大阪　トクヤマ，麻生ラファマージュでほぼ
90％近いシェアを握る状態になっている。
　勿論市況が回復せず，供給過剰で，なおそれが価格に及んでくるとカルテルを結ぶ。はっ
きりと口に出すことはなくても疑似カルテル行為に走ることはよく知るところといってよい。
34 一経　　営　　論　　集一
お互いが防衛にまわり，共存をはかり，一定の利益を確保しようとしたときに，談合もはっき
りと視野に入ってくるとみるべきであろう。
　市場原理主義者たち，市場機能こそ需給の最大の調整とみなす人たちは，説くところはマク
ロの均衡である。だが，現実にそれぞれが関わっている分野，業種に及んでみれば，決して容
易に市場の動きに敏感に作用するわけではないことは明らかではないのか。
4．結び
　ここでは主として1，Hアンゾフの企業戦略に焦点を合わせて検討してきた。戦略とは何か，
経営戦略をどう定義づけるか，戦略をめぐる議論は今日の経営学において洋の東西を問わず広
く行われている。いやそれ以上に現実にあっても，企業経営の最前線にあってたえず，そこで
は企業の存続以上に，生死をかけて争われているのである。
　そうした競争の激しい状況での比較的早く生ずることとなった1960年の，「アメリカの社会・
経済環境下における“企業戦略の方式”167）を取り上げ，企業戦略について本格的に論じたのが，
1．Hアンゾフの本書であった。たしかにその中心は製品一市場との結びつきをみての企業内で
の意思決定，そのルールづくり，手法にまで及んでいるが，それらが何よりもきびしい競争の
中で，互いに相手が明らかであるほど的を絞ってその具体的局面にまで及ぶかのようにその企
業戦略をみていたことにこそ注目すべきであろうと思われる。たしかに，IHアンゾフは戦略
的意思決定，管理的意思決定，業務的意思決定と企業目標との関連で3つのレベルを区別して
捉える必要性をみた。同業他社との比較さらにはシナジー効果を明らかにしたのも，ここで
のLHアンゾフが取り上げたところであろう。
　たしかに企業が行う戦略は企業活動のきわめて現実的，具体的行動と結びついている。それ
がゆえに戦略論の展開それ自体も，成長する市場，成長する企業を半ば前提とした展開が多い
ことも特徴であろう。しかし，現実の企業活動をみれば，すべての業種がいつも右肩上りに推
移しているわけではないことも明らかであろう。現実にあってはそうした後向きとも思われる
縮小・衰退に向う，それさえも戦略というべきか，そうした動向には，避けがたいとはいえ，
目を向けようとはしないのではないのか。何故カルテル行為が繰り返されるのか，何故談合が
新聞の社会面で取り上げられるのか等々，われわれ研究する側にあってはこうした動きもしっ
かりと視野に入れて取り上げることが求められているのではないのか。その目は冷静であるべ
きと思われる。
　企業が行う戦略がきわめて現実的，具体的であるがゆえに，理論的研究よりもより進んだこ
とが行われている，そうした可能性を多く持つのも企業戦略の特徴であろう。であればなおの
ことわれわれは現実からも目を離すわけにはいかないのではないのか。ここでの展開の特徴は
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何よりも具体的で，それが企業の戦略の原案を作成する者へのあたかも“手引き”を供するか
のように詳細にみていることであろうと思われる。
たしかにその後多くの経営戦略をみる。しかし，IHアンゾフの本書で明らかにしたことは
その多くがその後の研究にも多くの影響を与えていることもみておくべきであろうと思われ
る。
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